
厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

MSM における予防啓発活動の評価手法の確立及び PDCA サイクル構築のための研究 

分担研究報告書 

 

医療者による新規患者・診療動向からの評価 

 

研究分担者：山本政弘（九州医療センター） 

研究協力者：伊藤俊宏（仙台医療センター）、健山正男（琉球大学大学院医学系研究科） 

 

研究要旨 

本研究は、主な医療機関での新規患者の傾向（AIDS 発症の有無/検査場所等）を把握し、予防

啓発活動に還元することを目的としている。初年度は、主な医療機関での HIV/AIDS患者の傾向を

把握するためにアンケート調査の内容を検討し、倫理委員会の承認を得た。 

内容は、抗 HIV療法未導入の初診症例の総数、検査施設・医療機関・郵送検査などにおける検

査数（自発的な検査および医師からの勧奨、輸血時等）、初診時にエイズを発症していた症例数、

新規感染例数の傾向等とした。次年度以降に、各医療機関で最近の傾向についてアンケート調査

を実施し、班会議等で還元方法を検討する。各医療機関で最近の傾向について意見聴取し、班会

議等で還元する。 

 

Ａ．研究目的 

HIV 感染拡大抑制に向け早期診断・早期治

療は重要戦略であり、WHO はカスケードケア

に基づく 90-90-90 達成を目指すことを推奨

している。これは、HIV 陽性者が感染の状況

について自らの診断を知っている率（診断率）、

診断者の治療率、治療の成功率のいずれも

90%以上を各国が目指すものである。日本国内

においても早期診断・早期治療に向け、コミュ

ニティ当事者を中心に HIV抗体検査機会を拡

大し、HIV 抗体検査受検行動を促進する取り

組みが展開されている。 

日本国内では特に男性同性間での性的接触

による感染が 7割を占めているが、都市部と

地方では状況が異なり、地方では AIDSを発症

して報告される例も少なくない。こうしたハ

イリスク集団を中心に HIV抗体検査受検行動

が促進されれば、医療機関における状況も変

化していくことが考えられるため、主な医療

機関での新規患者の傾向（AIDS 発症の有無/

検査場所等）を把握し、予防啓発活動に還元

することを目的としている。 

Ｂ．研究方法 

初年度は、主な医療機関での HIV/AIDS 患

者の傾向を把握するためにアンケート調査の

内容を検討し、倫理委員会の承認を得た。 

 

Ｃ．研究結果・考察 

内容は、抗 HIV 療法未導入の初診症例の総

数、検査施設・医療機関・郵送検査などにお

ける検査数（自発的な検査および医師からの

勧奨、輸血時等）、初診時にエイズを発症して

いた症例数、新規感染例数の傾向等とした。 

次年度以降に、各医療機関で最近の傾向に

ついてアンケート調査を実施し、班会議等で

還元方法を検討する。各医療機関で最近の傾

向について意見聴取し、班会議等で還元する。 

 

Ｅ．結論 

 日本の MSMにおける HIV感染予防対策で

は、医療機関とコミュニティとの連携がうま

く図られないことも多く、各医療機関で最近

の傾向について意見聴取し、班会議等で還元

することによって、MSM における予防啓発



活動の評価手法の一助となり、ハイリスク層

におけるセクシュアルヘルスの向上につなが

ることが期待できる。 
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